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近年,認 識対象を拡張 し,公 正価値1)を部分的に導入す ることによって業績表示利益の計算をお
こなお うとす る動 きがみ られ る。'現在はオフバランス項目である派生金融商品等のオンバ ランス化
への取 り組みの他 に,有 価証券のようにオンバランス項目であって も,それを公正価値で再測定 し
その変動か ら生ずる損益 を認識しようとする動 きがみられる。 とりわけ公正価値の変動による保有
損益の認識は,貸 借対照表 日におけ る企業の投資成果および投資 リスクを反映 した業績表示利益の
計算に意識が向け られた ものであ り,現行の取得原価主義および実現主義に基づ く会計枠組みその
ものの見直 し議論 となって展開され る。公正価値 を積極的に採用 していこうとする立場からは公正
価値 を導入することの意味 として次のような主張が展開されている2)。
第一に,貸 借対照表 日において公正価値での再測定 をおこなうことによって企業の財政状態をよ
りよく表示す ることができる。 また,資 産や負債の保有 され る時間の長 さにかかわ りなく,企業の
将来の予想純キャッシュフローの現在価値を近似的に反映す ることができる。
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第二 に,金 融 ・資本市場 の 急速 な進展 を背景 に して企 業 の金融商 品取 引が増大 し,こ れ らの取 引
か ら生ず る損益 が企 業の 業績 に大 きな影響 をお よぼ して い る3,。そこで,企 業 の取 引実 態 を反映 し
た投 資成 果 を明 らか にす るため に も,相 場 の変動 に よ る企 業の 投資 リス クを明 らか に す るため に
も,公 正価値 での再 測定 とその変動 に よ る損益 の認識 が必要 に ならてい る。
第三 に,現 行 の取得 原価主 義お よび実現 主義 に基づ く会 計枠組 み の もとでは含 み損益 を利 用 した
恣意 的 な利益 操作 が可能 であ る。 そこ で,活 発 な流通市場 が存在 す る金 融商 品に対 しては公正 価値
を導 入 し,そ の変動 に よる損益 を認識 す るこ とに よってそ うした利益操 作の可能性 を最 小 限にお さ
え ることが で きる。
こ う した展 開は,た とえば,1993年5月 にア メ リカの財務 会 計基準審 議会(FinancialAccount-
ingStandardsBoard;FASB)から公 表 された財務 会計 基準書 第115号「特定 の負債 証券 お よび
持 分 証 券 へ の 投 資 の 会 計処 理 」(StatementofFinancialStandards,AccountingforCertain
InvestmentsinDebtandEquitySecurities;SFAS115号)となって具体 的にあ らわれて い る。
そのSFAS115号では有価 証券 を満期 保有 目的有 価証 券,売 買 目的有 価証 券 お よび売却 可能 有価 証
券の3つ に分類 し,企 業 が近 い将 来再販 す るこ とを目的 として保有 す る売買 目的有価 証券 につ いて
は,貸 借 対照表 日にお け る公正価値 での再 測定 をおこ なう とと もに,そ の公 正価値 の変動 か ら生 ず
る損 益 は損益 計算書 に計上 す るよ う規定 して いる4)。また,1994年1月に 国際会 計基 準委 員会(ln・
ternationalAccountingStandardsCommittee;IASC)から公 表 され た再公 開 草案 第48号 「金
融商 品」(ExposureDraft48,FinancialInstruments;E48号)では,標 準 的処理(benchmark
treatment)として,金 融商 品 を長期 また は満 期 まで保有 す る金融 商品,・ヘ ッジ 目的で保有 す る金
融商 品お よび その他 の金 融商 品の3つ に分 類 し,そ の他 の金 融商 品(SFAS115号におけ る売買 目
的有価 証券 は ここに該 当す る)に つい ては貸借対照表 日に おけ る公正価 値 での再 測定 をお こな うと
ともに,そ の公正 価値 の変動 か ら生 ず る損益 を損益計 算書 に計上 す るよ う規定 してい る5}。前者 の
SFAS115号はす でに制度 化 に いた った もので ある。 一方,後 者のE48号は現在の ところ確 定 した
国際会 計 基準(lnternationalAccountingStandards;IAS)として 公表 された もの では ない。 し
か し,1994年10月26日か ら28Bに か け て ア ム ス テ ル ダ ム で 開催 さ れ た金 融商 品起 草 委 員会
(FinancialInstrumentsSteeringCommittee)では,今 後 さ らに審議 を重 ねて1996年以 降に第 二
次 基準書 として公 表す るこ とを明 らか に して い る6)。
さて,SFAS115号 に して もE48号に して も,業 績表 示利 益 の計算 に対 しては公正価 値 の導入 を
不 可避 的 な もの として考 えて いるが,そ れは一部 の項 目に 限定 して 公正 価値 の導入 を認め るもので
あ り,そ の変 動に よる損益 の認識 にい たっては さ らに限定的 な もの であ るこ とに注 意 しなけれ ばな
らな い。 た とえば,SFAS115号で は,企 業 が満期 まで保有 す る積極 的 な意 思 と財務 的能 力 を もっ
て保 有 され る満期保 有 目的有 価証券 にっ いては従来 どお り償却 原価 に よって評価 す るもの としてい
るη。 また,満 期 保有 目的有価 証券 と売 買 目的有価証 券 以外 の有価証 券 につ いては公正 価値 での再
測 定 はお こな うが,そ の変動 に よる損益 は株 主 持分 にお いて表示す るよ う規定 してい る8)。そ して
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てE48号では,ヘ ッジ目的で保有 され る金融商品についてはE48号の定め るヘ ッジの識別要件に合
致 した場 合にのみヘ ッジとして会計処理され,公 正価値の変動から生ずる損益はヘ ッジされたポジ
ションの公正価値の変動に対応する損益が認識 され る時に損益計算書に計上 される9}。また,長期
または満期 まで保有す る金融商品については当初認識 された金額での測定を原則 とし,損益はそれ
が実現 した場合にのみ損益計算書に計上するよう規定 している10}。
この よ うに,公 正価値による再測定 とその変動による損益の認識は極めて限定的なものであると
いえるが,業 績表示利益の計算に対 して公正価値の導入を一部の項 目に限定す る論拠は主に次の点
に求め られる11)。
第一に,公 正価値の変動による保有損益が将来において も実現する可能性がない とすれば,そ れ
を公表利 益(reportingearnings)として認識することはかえって会計情報利用者に誤解 を生 じさ
せ る結果 となる。
第二に,公 正価値が充分に精密かつ正確 な基準で決定で きないものについては,帳 簿価額を使 う
ことで信 頼 しうる利益の算定が可能 となる。
ところで,取得原価主義お よび実現主義を基調 とす る現行の会計制度では,'公正価値ない し時価
の導入は,低 価法 などの限られた もの を除いて,そ の大半は注記情報ないし補足情報 として会計情
報利用 者 に提供 されるのが一般的である。たとえば,我 国では1990年12月25日に 「財務諸表等の監
査証明に関す る省令等の一部 を改正す る省令」 とともに 「市場性ある有価証券及び先物 ・オプショ
ン取引等 の時価情報の開示について」が公表されたが12),公正価値 とその変動によ.る損益は注記に
よって情報提供がなされてい る。 また,ア メリカにおいて も有価証券については公正価値の導入と
その変動 による損益の認識が部分的に認められた ものの,有 価証券以外の金融商品については開示
の問題 として取 り上げ られている。FASBから公表 されたSFAS105号「オフバ ランスシー トリス
クを もつ 金融商 品お よび信用 リス クの集中す る金融商品に関する情報の開示」13),SFAS107号
「金融 商 品の公正価値に関す る開示」14),SFAS119号「派生金融商品および金融商品の公正価値
に関す る開示」15)は開示基準 として公表された ものである。
公正価値 とその変動による損益 を注記情報ない し補足情報 として開示することは業績表示利益の
計算 とは直接的な関係にな く,そのこと自体,取 得原価主義および実現主義を基調 とす る現行の会
計枠組み に変更を迫るものではない。 しか し,現在における金融商品取引の増大 とその取引の企業
業績に対す る影響の大 きさを考えてみ ると,また公正価値 を導入しその変動による損益 を認識する
ことによって業績表示利益の計算をおこなうことの意味を考えると,これ らの問題は単 なる開示上
の問題 としてではな く現行 の会計枠組みそれ自体の見直 しの議論 として展開され るべ きである。
また,SFAS115号やE48号では,す でに公正価値 による再測定 とその変動に よる損益の認識が利
益計算上 の問題 として取 り上げられてお り,有価証券についても未だ開示に依存 している我国の状
況 を考 え ると,会計の国際的調和化の観点からもそれがどのような理論構成のもとで,ど のような
認識 ・測定構造を構築することによって体系化 されつつあるのかを検討する意味は充分にある。
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そこで本稿では,部 分的な公正価値評価の導入 とその変動による損益 の認識が,企 業の投資成果
と投資 リス クを反映した業績表示利益計算におい て不可避 となっている現状 を認識 し,と りわけ売
買目的有価証券 における公正価値の導入 とその上 昇 による保有利得 の認識 とい う問題に焦点 をあて
て,業 績表示利益の計算 と収益(利 益)の 認識原則 として存在す る実現主義 との関係について考察
をおこないたい とお もう。ここでは,伝 統的な意味 で用 いられてきた実現主義に基づ く収益(利
益)認 識が そもそもどのような認識構造 として体 系化され,業 績表示利益の計算に対 してどの よう
な限界が認められるのか。そ してそうした限界に対 して どの ような見解が提示 され,そ れが収益
(利益)認 識構造 として どの ように再構築 されつ つあ るのかについて明 らかに してみたいとおも
う。なお,本 稿では認識概念を測定プロセスをも包摂す る広い概念 として用いることに したい16)。
II.伝統的実現主義の認識構造 と限界
「実現主義は また歴史的原価主義 でもある。」17)といわれ るよう に,:取得原価主義会計 におけ る利
益の計算体系は,そ れ と表裏一体の関係 をなす実現主義 を収益(利 益)の 認識原則にす えてい る。
実現主義 は取得原価主義 と密接不可分 の関係にお いて,基 本的に,販 売行為の完 了をもって収益
(利益)の 認識時点(実 現時点)と みなす原則で あ る。 それは また,保 有中の資産 に関す る経済価
値(の 増加)を 考慮 しないため,し ば しば経済的実態 を反映 した企業の利益情報 としては不十分で
あるという指摘がなされ ることになる。
ところで,収 益の認識概念としての実現につい てはこれまで様々な解釈がなされて きた。た とえ
ば,W.A.ペイ トンおよびA.C.リトル トン(W.A.PatonandA.C.Littleton)は,「収益は生
産物が現金 または他の有効な資産に転化 され るこ とによ って実現 される。」18}と定義 している。 ま
た,E.L.コー ラー(E.L.Kohler)は,「実現 とは…受領 時点において流動資産に分類可能か,
もしくは流動資産 に即時に転換可能な財産 と交換す るこ とであ る。」19)と定義 した。 こうした実現概
念はしば しば伝統的実現概念,古 典的実現概念 ・狭 義の実現概念な どとよばれるものである。 これ
らの実現概念に関す る解釈は,詳 細な点ではそれぞれが掲げ る実現要件 の相違となってあらわれる
のであるが,今 日一般的な解釈 ではおおむね次の ようにま とめることができる。すなわち,実 現 と
は資産を販売 して現金 または現金同等物 を得 るこ とを意味する とい う解釈である20)。そ して,こ の
実現概念の もとでは,所 有権の移転 をともなう財貨 あるいは用役 の引渡 と現金または現金同等物の
受領が基本的な実現要件 とされる。 もっとも,こ の ように理解す るだけでは,取 得原価主義 と表裏
一体の関係にある実現主義の意味が明らかにされた とはい えない。会計の直接的な認識対象が企業
の経済活動にある以上,収 益(利 益)認 識の基本原 則であ る実現主義が,企 業の経済活動 をどのよ
うな側面か らとらえ,ど のように認識するのかが問 われなければならない。そこでここでは,認 識
対象 との関連からみた伝統的な実現主義の認識体系 にっいて明らかに してみよう。
一般に,費用収益計算は貨幣収支計算を基礎 とす る利益 の計算体系であり,会計は企業の経済活
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動における貨幣の流入 ・流:ll事実 を基本的な記録計算対象にするものであると考えられている。そ
して,こ の考 え方に基づいて企業の経済活動 を一連の経営資金(貨 幣資本あるいは経営資本 ともい
われる)の循環過程 としてとらえれば,実 現主義はその回収過程の経営資金 を認識するものとして
考えられている。 あるいは,回 収過程 は財貨形態の経営資金が貨幣形態の経営資金へ と転化する過
程であることか ら,実現主義は財貨形態か ら転化 した貨幣形態の経営資金を認識す るもの として考
えられるのである。この場合,財 貨形態の経営資金はあくまで も投下過程にある貨幣の存在形態で
ある。 したがって,財 貨形態の経営資金は実現主義による認識対象ではありえず,貸 借対照表 日に
おいて経済価値(の 増加)が 認め られてもそれは収益(利 益)と して認識されない21)。実現主義の
認識対象はあくまで回収過程にある貨幣形態の経営資金だけである。
それでは,実 現主義が認識対象 とす る回収過程にある貨幣形態の経営資金 とは何であろうか。 ま
った く単純な意味で会計が貨幣の流入 ・流出事実 を記録計算対象にするものと考えればそれは現金
ということになるであろう。なぜ なら:現 金の収支は貨幣の流入 ・流出事実その ものであり,現金
は回収過程にある究極的な資産 といえるか らである。 しか しなが ら,そ のように解釈 して しまう
と,それは実現主義を前提 とす る理論ではなく,む しろ現金主義 を前提 とする理論 ということにな
って しまう。実現主義 を前提 とす るのであれば,回 収過程にある貨幣形態の経営資金は,当 然,対
価 として受領する現金および現金同等物でなければならない。 したがって,実 現主義によって収益
(利益)を 認識するとい うことは,単 に貨幣形態の経営資金を現金のみに限定 して,そ の経済価値
(の増加)を 認識 しようとす るものではなく,現金同等物 というそれよ りさらに広 い認識対象を加
えて経済価値(の 増加)を 認識しようとするもの といえる。現金のみならず現金同等物 を含めるこ
とによって認識対象 を拡張 し,それ らの経済価値(の 増加)を 利益の計算に組み込む ところに,実
現主義による収益(利 益)認 識の意味が認め られるのである。
そこで,実 現主義による収益(利 益)認 識の意味が現金同等物を含め ることによって認識対象 を
拡張す ることにあると考えると,現金同等物 といわれ るものがどのような内容の資産であるのかを
もっと詳 しく検討 してみる必要がある。なぜなら,現 金同等物 を経営資金の循環過程 との関連でど
のような内容の資産 としてとらえるのかが,こ の実現主義による認識枠組みを決定す るうえで極め
て重要 な意味をもつからである。そして,そ れについては,た とえば,次 に掲げるS.ギルマン(S
Gilman)の実現テス トが考えるヒン トを与えて くれ るであろう。すなわち,ギ ルマンは,「実現
のテス トは…商品の譲渡が現金をもたらすかどうか,あ るいは通常の取引過程で現金に転換可能な
資産 をもたらすかどうか,す なわち,現 金 を受領す るためにさらな る販売が必要であるのか」22}が
問題であるとしている。ギルマンのい う通 常の取引過程 で現金に転換可能な資産 とは,こ こでいう
現金 同等物 をさすであろ う。 しか も,そ れについては,さ らなる販売が必要か否かが問われてい




存在 している必要があろう。 もちろん,一 度 も販売過程 を通過 していない投下過程 の経営資金は,
必然的に販売過程の通過を余儀な くされるため,現 金同等物 とはみなされない。 しか し,一度,販
売過程 を通過 して取得 された現金 に転換可能な資産であっても,さ らなる販売過程 を経 て現金化 さ
れる必要のある資産であれば,そ れは回収形態に転化 したもの とはみなされず現金同等物 とはみな
されないのである。たとえば,財 貨の引渡し対価 として営業債権を取得 したとする。その場合,取
得 した営業債権は,ふ たたび通常の販売過程 を経ることなく現金に転換可能な資産 である23)。した
がって,そ れは回収過程にあ る経営資金つまり現金同等物 ということになるであろう。一方,財 貨
の引渡 し対価 として仮に有価証券 を取得 した とす る。その場合,取 得 した有価証券が極めて流動性
が高 く,市場において容易に換金可能性なものであるとしても,こ の理論に基づけば現金同等物 と
はみなしえない。なぜなら,有価証券を現金化す るにあたっては,ふ たたび通常の販売過程 を経な
ければならず,そ うした意味か らすればそれは回収過程に転化 した経営資金ではな く,依 然として
投下過程に存在す る経営資金 とみなしうるのである2`}。
すでに指摘 したように,経 営資金の循環過程か ら実現主義 をみると,現金同等物 とみなしえない
資産 は貨幣形態の経営資金 とはみなされないので,収 益(利 益)と しての認識対象 とはなりえな
い。上記の例でいえば,営 業債権は回収過程にある経営資金の存在形態(貨 幣形態の経営資金)で
あり,経済価値(の 増加)の 直接的な認識の対象 とな りうる。 しか し,有価証券はそれがい くら市
場において容易 に換金可能 なものであ るとしても,投 下過程にある経営資金の存在形態であるた
め,直 接的な認識の対象 とはなりえない。つまり,有価証券の経済価値(の 増加)を 収益(利 益)
として認識す るためには,そ れがさらなる販売過程 を経過 して貨幣形態の経営資金に転化するのを
またなければならないことになる。 したがって,こ のような見方を前提 として業績表示利益の計算
の観点から有価証券の保有損益の認識をおこなおうとするならば,そ こにおける収益(利 益)認 識
の理論体系は,い わゆる伝統的実現主義 とは異なる業績表示利益の計算を目的とす る認識体系 を構
成せ ざるをえないことになるであろう。 この見方からすると,財貨形態の経営資金 と貨幣形態の経
営資金とは,経 営資金の循環過程 を対象とした記録 ・計算体系の首尾一貫性 を保持するために も混
同することは認められないのである25}。そしてここに,い わゆる伝統的な実現主義 の業績表示利益
の計算に対す る構造的限界が指摘 され ることになる。
III.認識対象の拡 張 と収益の認識体系
最初にみたよ うに,SFAS115号では売買 目的有価証券については公正価値で再測定 し,そ の変
動による損益 を収益(利 益)と して認識することが認め られている。あるいは,売 買目的有価証券
については,保有損益 を利益計算に取 り込む ことによって投資成果および投資 リクスを反映 した業
績表示利益の計算がはかられている。そして,こ れと同様の展開はE48号の中に もみられる。それ
では,公 正価値の導入 とその変動 による保有損益(と くに公正価値の上昇による保有利得)の 認識
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は,い かなる認識体系によって理論化できるのであろうか。それについては,近 年,次 の ような二
つの考 え方が提示 されている26}。ひとつは,伝 統的な意味での実現概念 と実現可能性概念 といった
異なる基礎概念に基づ く二元的な認識構造 として体系化 をはか る考え方である。 もうひ とつは,
(広義の)実 現概念に基づ く一元的な認識構造 として体系化 をはかる考 え方である。ここでは両者
の認識構造の特質について考察 してみたい。
まず,伝 統的な意味での実現概念 と実現可能性概念といった異なる基礎概念に基づ く二元的な認
識構造 として体系化 をはか る考え方については,FASBの提示 した実現および実現可能性 という基
礎概念がその理論構成の参考 となるであろう。FASBは,実現概念についてはまさにこれまで考察
して きた伝統的な意味での実現概念 を示唆するのであるが,そ のほかに実現可能性概 念という新た
な概念 を規定することによって,収 益(利 益)と しての認識対象を拡張 している。
FASBの提示す る実現可能性概念とは,取 得 もしくは保有 している資産が既知の現金額 または現
金同等物に容易に転換可能 となった時点で,そ の経済価値(の 増加)を 収益ない し利得 として認識
す ることができる とい うものである27)。そ して,容 易に転換可能な資産であるための要件 として,
所有 している資産 を即時に吸収 しうる活発な市場が存在すること,互換可能(代 替可能)な 単位 と
公定相場価格をもつこと,そ して,価 格に著 しい影響を及ぼすことなく取引が完結できることをあ
げている28)。
これらの基本要件にみられるように,実 現可能性概念のもとでは販売過程の通過は収益(利 益)
認識のための唯一の要件 ではな く,財貨を現金 または現金同等物に容易に転換できさえすれば収益
(利益)と しての認識対象 となる。すなわち,伝 統的実現概念のもとでは認識不可能であった投下
過程(あ るいは保有段階)に ある財貨の経済価値(の 増加)は,実 現可能性概念の導入によっては
じめて認識可能 となるわけである。 したがって,こ うした考え方に基づけば,有 価証券については
代替可能な単位での公定相場価格で,価 格に著 しい影響 を及ぼすことな くそれを即時に吸収 しうる
活発な市場が存在 していれば,そ れを公正価値 で評価 しその経済価値(の 増加)を 利益計算に組み
込むことが可能になる。
先に指摘 したように,こ うした認識構造は,伝 統的な意味での実現概念 と実現可能性概念 といっ
た異なる基礎概念に基づ く二元的な認識構造 として理解できる。なぜな ら,伝統的な意味での実現
概念を堅持す る限 りでは,有 価証券の保有利得は実現主義 とは別の実現可能性概念によって認識さ
れると考え られるか らである29)。また,構 造的な側面か らみれば,有 価証券は投下過程 にある財貨
形態の経営資金であるとの認識の うえで,そ れをも認識対象に加えて認識体系の再構築をはかる考
え方 ともいえる。つ まり,前節でみた経営資金の循環過程における投下過程にある経営資金 と回収
過程にある経営資金 との区別 を前提 として,業 績表示利益の計算の観点から認識対象の拡張をおこ
ない,前 者については実現可能性概念に基づいて,後 者については伝統的な実現概念に基づ いて,
二元的な認識構造 としての理論の体系化をはかるわけである。
次に,(広義の)実 現概念に基づ く一元的な認識構造 として体系化 をはかる考 え方についてであ
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るが,こ の考 え方 はAAAが 「1957年版 ・会社財務諸表に関する会計お よび報告諸基準」(Ac・
countingandReportingStandardsforCorporateFinancialStatements1957revision)にお
いて提示 した実現の とらえかたにその基礎 をお くもの と考えられる。 当該基準書では,実 現を会計
認識の基礎概念 として位置づけ次のように規定 している。「実現の本質的な意味は,資 産 または負
債における変動が,会 計記録上での認識計上を正当化するに足るだけの確定性と客観性 とを備える
に至ったというこ とである。」30}
この実現(一 般的には広義の実現概念といわれている)に おける実現要件は,伝 統的実現概念の
それと比べて極め て抽象化 されていることに特徴がある。そ してF.W.ウインダル(F.W.Win'
dal)の解釈 によれば,と りわけ客観 性の意味す るところは具体的には測定可能性にあ り,ま た収益
(利益)認 識における測定可能性は,「収益 または利益の貨幣額が,確 実に決定することがで きる
か,か な りの正確性をもって見積 もることができる」31}ことにある,と述べている。つ まり,確実な
い し正確 な測定が可能であればその経済価値(の 増加)は 収益(利 益)と して認識 しうるのであ
る。 したがって,「これ(ウ インダルの解釈一引用者)か らすれば,会 計期末におけ る保有資産の
時価がかな りの程度の正確性 をもって見積 もることが可能であれば,測 定可能性の要件,し たがっ
て客観性の要件は充足されることになるので,か かる時価の計上が可能 となるばか りではな く,そ
の結果,評 価損益ない し保有損益の計上 も可能 となる。」32)ということになる。
実際 にこ うした(広 義 の)実 現概念 を基礎iとして,イ ギ リスの会計基準委員会(Accounting
StandardsCommittee;ASC)は,有価証券の会計処理に関 して次の ような意見 を提示 している。
すなわ ち,「時価評価の適用 を流動資産 として保有する容易に売却可能 な投 資に限定す るASCの
決定の論理的根拠は,投 資の市場価値の増加に よって生ずるあらゆる利益は合理的な信頼性 をもっ
て測定が可能であるというところにあ る。 これは,実 現概念お よび実現利益の決定の基礎が,"現
金あるいは他の資産への転化"と い うよりはむ しろ"測 定の信頼性"に あるという見解 を反映する
ものである。」33)とい う見解である。
この測定 の信頼性 という基本要件はIASCの認識要件のひとつで もあ る。E48号では資産の原価
または公正価値あるいは引き受け られた債務の金額が信頼性を持 って測定可能なことを認識要件の
ひとつ として掲げている34}。それはまた,IASCが1989年7月に公表 した 「財務諸表の作成表示に
関する枠組み」(FramworkforthePreparationandPresentationofFinancialStatements;
「枠組み」)の認識規準,測 定 の信頼性 とい う認識規準 とも一致 している35)。その 「枠組み」で
は,収益 を 「当該会計期間中の資産の流入 もしくは増価またば負債の減少のかたちをとる経済的便
益の増加であ り,持 分参加者か らの拠出に関連す る以外の持分の増加 をもたらす もの」36}と定義
し,「収益は,資 産の増加 あるいは負債の減少に関連す る将来の経済的便益が生 じ,それ を信頼性
をもって測定す ることがで きる場合に損益計算書に認識 され る」37)としている。 これらの内容 から
すれば,貸 借対照表 日において保有す る有価証券につ いても,その公正価値がかなりの程度の信頼
性をもって見積 もることが可能であれば,測 定可能性の要件 を満たし認識対象となりうるこ とにな
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る。その結果,公 正価値の上昇による保有利得の損益計算書への計上 も可能になる。 また,こ うし
た測定の信頼性 を認識要件 とする収益(利 益)の 認識は,ウ インダルをはじめASCと 同様の理解
に立つ もの と考 え られ,そ の根底には(広 義の)実 現概念を基礎に した理論体系が存在するように
おもわれ るのである。
ところで,こ うした理論体系は,収 益(利 益)認 識の構造的側面か らみるとどのような認識構造
として理 解 で きるのであ ろうか。 これ までみてきた経営資金の循環過程 を前提 とすれば,(広義
の)実 現概 念による収益(利 益)の 認識構造は,販 売過程の通過 という極めて厳密な意味での現金
同等物の見方 をか えて,有 価証券その ものを貨幣形態の経営資金 と同質祝 して認識体系の再構築を
はか る考 え方 ではないか とお もわれ る。 というの も,(広義の)実 現概念であってもやは り実現概
念を認識の基礎 とする以上,そ の直接的な経済価値(の 増加)の 認識対象は,貨 幣形態の経営資金
であ る必要が あ るとおもわれるのである。つま り,(広義の)実 現概念による認識構造が一元的認
識構造であるこ とのその本質的な意味は,貨 幣形態の経営資金 とりわけ現金同等物の内容 を拡張し
て,そ れ を唯一の認識対象 とするところに求められるのではないであろうか。
た とえば,E48号では金融商品 を 「それが認識されているのか否かにかかわらず,一 方の企業に
金 融 資産 そ し て他 方の企業に金融負債 あるいは持分金融商品を双方に生 じさせ る契約」38)と定義
し,現 金,売 掛金,有 価証券などからなる一次金融商品 と,金融オプション,先 物および先渡,金
利 スワップお よび通貨スワップな どか らなる二次ないし派生金融商品に分類 している39)。二次ない
し派生金融商品については疑問であるが,一 次金融商品は明らかに貨幣形態の経営資金を中心 とす
る内容 となってい る。伝統的な実現概念における貨幣形態の経営資金は販売過程の通過 とい う事実
によってその内容 を確定するものであったが,こ こでは販売過程の通過 という極めて厳密な意味で
の現金 同等物の見方をかえて,有 価証券 その ものを貨幣形態の経営資金 と同質視 して認識体系の再
構築が はか られていると考 えられる。あるいは,販 売過程の通過による現金同等物の見方 を変え究
極的に転化 され る現金 との同質性 を有価証券に見出す ことによってこそ,(広義の)実 現概念によ
る一元的 な認識 が可能になる。
もっとも,有 価証券が一次金融商品に分類されることによって,そ のすべてが貨幣形態の経営資
金 と同質視 され ると考 えるのは厳密性に欠けるであろう。 それについては,公 正価値の変動による
保有損益 の認識 に際 して,有 価証券ないし金融商品がさらに保有 目的別に再分類 されていた事実に
求め られなけれ ばならない。つま り,企業がいかなる目的で個 々の有価証券ないし金融商品を保有
してい るのか という観点から,そ れらの資産の性質 をさらに具体的に分類 ・検討す る必要があると
い うこ とである。E48号に従 えば,金 融商品は長期 または満期 まで保有す る金融商品,ヘ ッジ目的
で保有す る金融商品およびその他 の金融商品とに分類 され,そ の他の金融商品の保有損益のみの損
益 計算 書への計上 が認められていた。 したがって,貨 幣形態の経営資金 と同質祝 しうる有価証券
は,長 期 または満期 まで保有 しない、 さらにヘ ッジ目的で保有 しない有価証券に限定 されるのであ
る。それでは,貨 幣形態の経営資金 と同質祝 しうる保有損益の認識が認め られる有価証券ないし金
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融商品 とは,い かなる性質の資産 なのであろ うか。
まず,有 価証券ないし金融商品は,正 常な 企業 内部の循環過程にある内部投資目的の資産ではな
く循環過程外にある外部投資目的の資産 として特徴づ けられ,そ の投資目的において明確に区別 し
うるものである。 したがって,保 有損益 の認 識が認め られ る有価証券ないし金融商品は,一 般 に企
業における外部投資 目的の資産であるこ とが 必要 であ る。つ まり,伝統的な実現主義のもとでは販
売過程の通過 を現金同等物の確定要件 として とらえたが,そ うした とらえ方は外部投資目的の資産
については必ずしも妥当しないということで ある。た とえば,こ の相違は,内 部投資目的の資産で
ある棚卸資産 と外部投資資産である有価証券 の費用化 の処理が異なることにもあらわれている。具
体的にいえば,棚 卸資産が経営活動の進行に伴 って費用化す る原価配分の対象 となる資産であるの
に対 して,有 価証券ないし金融商品が経営活 動の進行 に伴って費用化 しない原価配分の対象 となら
ない資産であることにもあ らわれている。武 田隆二教授は,取 得原価主義および実現主義 を基調 と
す る現行の損益計算体系が財貨中心の本業主義 を前提 に したものであり40},金融商品取引等の増大
に対 してはそれ とは異なる認識枠組みの構 築が 必要 であると指摘 したが41),この見解 はあ る意味
で,内 部投資を中心 とした損益計算の体系と外部 投資 を中心 とした体系 とが異なることを暗示す る
ものとも考 えられ,近 年における収益(利 益)の 認識体系の再構築の動 きは,外部投資に も対応 し
うる損益計算体系の再構築をはかる動 きとも考 え られ る。そ うした意味か ら考えて も,保有損益の
認識が認め られる有価証券ないし金融商 品は,ま ず,外 部投資 目的の資産であることが必要なので
ある。
次に,保 有損益の認識が認められ る有価証 券 ない し金融商品は,長 期 または満期 まで保有 しない,
さらにヘ ッジ目的で保有 しない有価証券 ない し金融商品でなければならない。つま り,保有損益の
認識が認め られる有価証券ない し金融商 品は,一 時的に利用される余剰資金ないし遊休資金の存在
形態であ り,経営者の意思によって随時 回収 可能 な一時的な経営資金のプール42)としての性質 をも
つ ものでなければならないとい うことである。一 時的 な経営資金のプールは,活 発な市場が存在 し
流通性が高ければ高いほ ど容易に換金可能で あり随時支払手段 として利用可能 となる。こ うした支
払手段 としての利用可能性は,現 金および現金 同等物の もつ性質 そのものであ り,(広義の)実 現
概念が認識対象 とす る貨幣形態の経営資金その ものなのである。こうした性質 を重視すれば,長 期
または満期 まで保有する有価証券ないし金融 商品,あ るいはヘ ッジ目的で保有す る有価証券ない し
金融商品は,そ の他の有価証券ないし金融商 品(具 体的にいえば売買 目的有価証券 ないし売買 目的
金融商品)と は当然区別されなければならな いこ とになる。前者の二つの有価証券 ないし金融商品
は,活 発な市場が存在 し容易に換金可能なものであっても,相 当の経営上の困難に見舞われた時以
外,そ の保有 目的からみて,そ もそも換金す る必然性のない資産であり支払手段 としての利用可能
性 を問題にしない資産だからである。また,支 払手段 として積極的に利用 しえない資産は,そ の性
質上現金および現金同等物(貨 幣形態の経営 資金)と 同質祝することはで きない。 このことはすな




これ までみて きたように,業 績表示利益の計算 を目的 として,売 買目的有価証券についてはこれ
を公正価値 で再測定 し,そ の変動による損益 を認識するといった展開は国際的な大 きな流れ となっ
てあらわれている。 しか し,既存の枠にとらわれた取得得原価主義 と実現主義に対す る概念的理解
では,そ うした展開に必ずしも充分 な対応 をなす ことはできない。本稿 ではとりわけ,伝 統的な実
現主義の認識構造 とその業績表示利益の計算に対する限界を指摘 したが,そ こでの限界は極めて厳
密に現金同等物 を解釈す ることにあ り,さ らなる販売過程の通過 を必要 とする資産は実現主義の認
識対象 とはなりえないとい う理解にあった。こうした実現主義に対する考え方は,し ば しば我国の
企業会計原則が規定す る実現主義の特徴 として指摘され る点でもある。そうした事柄 も含めて我国
では,近年,有 価証券の時価開示 を制度化するにいたったものの,依 然 としてそれを損益計算 に含
め ることについては多 くの議論 を必要 としている。
そこで本稿では,部 分的な公正価値の導入 とその変動による損益(と くに上昇による保有利得)
の認識を積極的に展開 しようとす る理論化の方法について考察 をお こなったわけである。そこで
は,新 たな認識体系 としては二つの理論的提言がなされる。つまり伝統的な意味での実現概念 と実
現可能性概念といった異なる基礎概念に基づ く二元的な認識構造 として体系化 をはか る考 え方 と,
(広義の)実 現概念に もつ く一元的な認識構造 として体系化 をはか る考 え方である。前者の理論構
成は,実現可能性概念 という新 たな概念を規定す ることによって認識対象を拡張す るものである。
この理論構成は,投 下過程にある経営資金 と回収過程にある経営資金(貨 幣形態の経営資金)と の
区別 を従来 どうり厳密な販売過程の通過に求めている点に特徴があ り,売買 目的有価証券の保有利
得は,そ れが投下過程にある経営資金の存在形態であることを認めたうえで実現可能性概念とい う
概念に基づ いてのみ認識 される点に特徴があった。一方,後 者の理論構成は,実 現概念を広義に解
す ることによって認識対象を拡張するものである。ここでは,販 売過程の通過 という極めて厳密な
意味での資金循環過程それ 自体の見方 を変えて認識体系の再構築がはか られ,貨 幣形態の経営資金
のとらえかたが保有 目的の観点か らみた現金や現金同等物の との同質性に求め られていることに特
徴があった。
ところで,ど ちらの理論化の方向を採用す るにしろ,伝統的な実現主義ないし実現概念の構造 を
包摂す るこ とに注意すべ きである。 しか も,こ れらの理論体系は現行の取得原価主義および実現主
義の会計枠組みを基礎 にして理論の再構築がはか られたものと考えることができるであろう。 とく
に,(広義の)実 現概念による一元的認識構造 は,現 金同等物の見方を具体的な保有 目的の観点か
ら見直 した理論であり,貨幣形態の経営資金を認識対象 とする実現主義の考 え方をそのまま適用 し
て,認 識対象の拡張 と部分的な公正価値の導入 をはかることを可能にする。 そうした意味では,
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(広義の)実 現概念は確かに伝統的な実現主義ないし実現概念とは異なるが,そ の認識構造 を根本
的に転換するものではな く我国の現行の取得原価主義 と実現主義 を基調 とす る会計枠組み とも適合
する理論であるといえるであろう。
なお,本 稿 では,業 績表示利益の計算 という点に視点をおいて,部 分的な公正価値の導入 とその
変動による損益の認識について論 じてきたが,こ れについてはさらに考察すべ き問題がある。 ここ
では,今 後の検討課題 として次の点 を指摘 しておきたい。
第一に,我 国ではとくに会計 と商法 とが密接に結びついているため,会 計基準に基づいて計算さ
れる利益 とその利益の配当可能性 との関係が大 きな問題になって くる43)。先に指摘 したよ うに,企
業の投資成果と投資 リス クを反映 した業績表示利益の計算に際 しては,も はや公正価値の導入 とそ
の変動 による損益の認識が避けられない事実であ り,国際的にも業績表示利益の計算に向けて基準
化が進め られている。我国でもそうした方向で会計基準の見直 しがはかられる必要性は充分 にあ
る。 しか し,現実の問題 として会計上の利益計算 とその利益の配当可能性 とが同時に問題 とされる
以上,業 績表示利益の計算 と配当可能利益の計算 とを今後 どのように結びつけるのか,あ るいは切
り離すのかを論 じる必要がある。
第二に,本 稿では とくに売買目的有価証券の問題に限定 して保有利得の認識について論 じて きた
が,保 有 目的別に有価証券ないし金融商品を分類 し,それぞれについて異なる処理を認め ることは
利益操作につながるという指摘がなされ る。 その場合,利 益操作の排除のためにすべての有価証券
ないし金融商品についてまったく一律に公正価値 を適用 し,その変動による損益 を損益計算書に計
上することが提案 されることもある44}。こうした見解は,個 々の資産性を無視 した処理 を認めるも
のであ り,そ うした処理 を適用す ることはむしろ企業の経営実態を反映 した業績表示利益 の計算 を
歪める可能性があるようにおもわれるのであるが,利 益操作の可能性が指摘 される以上,そ の問題
に対 していかに対応すべ きかを論 じる必要がある。同時に,利 益操作の問題が会計基準だけの問題
としてではな く,会計監査の問題 として も検討する必要があるようにわれる。
(注)
1)公 正 価 値 とは,自 発 的 な取 引 当事 者 聞 に お い て独 立 した 第三 者 間 取 引 を条 件 として 交 換 あ るい は 決 済 さ れ る価 額




3)「日本 経 済新 聞」(1995年2月3日,朝 刊)に よれ ば,金 融 商 品 取 引 の増 大 と企 業業 績 とくに業 績 悪 化 に 対 す る懸
念 か ら,日 本銀 行 が 金 融 商 品取 引 の リス ク管 理 指 導 に乗 り出 した こ とを伝 え て い る。 そこ で の点 検 項 目は,① 損
益 の時 価 評 価,② 取 引 相 手 ご との信 用 リス ク限度 の 設定,③ 貸 借 対 照 表 に計 上 さ れ る取引 と合 算 した 総 合 的 管
理,④ 損 失 が一 定 限 度 を越 え ない 範 囲 で の売 却 規制 の導 入 な どで あ る。
4)FASB,SFASNo.115,pars.12.13.
な お,SFASNo.115に 関 す る論文 と して,前 田 清 隆 「有価 証 券 の評 価 」 「創 価 経 営 論集i第18巻 第2号,1993年
,15頁一27頁。 そ こ に い た るFASBの金 融 商 品 の認 識 ・測定 問題 を取 り上 げ た論 文 と して,志 賀 理 「FASB金融
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証 券 会 計 の 展 開 方 向(1)(2)」『同 志 社 商 学 』 第45巻第1号,1993年,155頁一174頁,『同志 社 商 学 」 第45巻第6号,1994
年,158頁 一174頁。
5)IASC,E48,pars.162,163.
6)IASC,MeetingSummary,1994.およ び加 藤 厚 「IASE48『金 融 商 品』 の 分 割 決 定 と今 後 の動 向」 『企 業 会
計 』 第47巻第2号,1995年,113頁一121頁。 ただ し,E48の 表 示 ・開 示 基 準 につ いて はIASC理事 会 での承 認 を受
け 第 一 次 基 準 書 と して公 表 さ れ る。 ま た,認 識 ・測 定 基 準 の 中 で も,第22項(当 初 認 識 の規 定),第40項か ら第
47項(特 定 の 複合 金 融 商 品 の 構 成 部 分 の 別 々 の 認 識 の規 定),第89項(長 期 ま たは 満期 まで保 有 され る金 融 商 品
の 規 定)さ ら に第113項(a)(b)(金融 資産 の帳 簿価 額 の 減 損 の規 定)に つ い ては ,そ の 関連 部 分 と と もに第 一 次






12)これ ま で に お け る 我国 の展 開 を示 せ ば,以 下 の よ うにな る。
1990年5月29日 企 業 会 計 審議 会 第 一 部 会
「先 物 ・オ プ シ ョン取 引 等 の会 計 基 準 に 関す る意 見 書 等 につ い て」
1990年12月25日大 蔵 省令 弟41号
「財 務諸 表 等の 監 査 証 明 に 関す る省 令 等 の一 部 を改正 す る省令 」
1990年12月25日蔵 証 第2318号
「市 場性 あ る有 価 証 券 及 び先 物 ・オプ シ ョン取 引 等 の時 価情 報 の開 示 に つ い て」
1991年9月27日 蔵 証 第1587号(蔵証 第2318号の 一 部 改正)
「『市 場 性 あ る有 価 証 券 及 び先 物 ・オプ シ ョン取 引等 の 時価 情報 の 開 示 に つ い て
』 の 一部 改 正
につ い て 」
1992年2月24日 蔵 証 第220号(蔵証 第2318号の 一 ・部改正)
「『市 場 性 あ る有 価 証 券 及 び先 物 ・オプ シ ョ ン取 引等 の 時価 情報 の 開 示 に つ い て』 の 一部 改正
に つ い て 」
1994年6月23日 蔵証 第894号
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19)EricL.Kohler,ADictionaryforAccountantS-FourthEdition,Prentice-HallInc.,1970,p.362.
20)FASB,StatementsofFinancialAccountingConcepts,No.6,December1985、par.143.平松 一 夫 ・広
瀬 義 州 『FASB財務 会 計 の諸 概 念 』 中央 経済 社,1988,352頁。
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資 本 の 増 殖(利 益)を 認 識 す るこ とを意 味 す る。G-Wの 過 程,す なわ ち,資 本 がWの 段 階 に留 まっ て い る限 り
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は 収 益 の減 少取 引(成 立 した 償 権 の取 消 しや 変 更)を 意 味 す るの で は な く,損 失 の発 生取 引(成 立 した 債 権 価値
の 減 少)と 考 え る こ とに な る。 鴬 村剛 雄 『会 計 学 一 般 原 理 』 白桃 書 房,1989年,119頁。
24)ただ し,対 価 と して取 得 した 現 金 をた だ ち に特 定 の 有 価 証 券 に 投 下 す る意 図 が 当初 か ら存 在 した ため の 結 果 で あ
れ ば,そ れ は 回 収 過 程 と投 下 過 程 との複 合 過 程 とみ る こ とが で き,理 論 的 に は 実 現 取 引 とみ な し う る。 『同上
書 』116頁。
25)加古 宣士 「短 期 投 資 に係 る保 有 損益 の 会 計 的 測 定 と開 示 」 「企 業 会 計 』1990年,第42巻第12号,44頁。
平 井 克彦 「制 度 会 計 と時 価 開 示」 『経 営 論 集 」 第41巻第1号,1993年,30頁。
26)武田隆二 「オ フバ ラン ス問 題 とデ ィ ス ク ロー ジ ャ ー 」 「企 業 会 計1第44巻 第1号,1992年,35頁。
27)FASB,StatementsofFinancialAccountingConcepts,No.5,December1984,par、83-a,平松 一 夫 ・・
広 瀬 義州 『前 掲 訳書 』249頁一250頁。
28)ibid.,par.83-a.平松 一 夫 ・広 瀬 義 州 「同 上訳 書 』250頁。
29)森川 八洲 男 「情 報 開示 と原 価 主義 会 計 の展 開」 「企 業 会 計1第47巻 第1号,1995年,57頁。
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40)武m隆 二 「前掲 稿 」32頁。
41)「同上 稿 」37頁。
42)保有 損益 の 認 識 対 象 とな る流 動 資 産 た る短 期 投 資 をASCで は"流 動 性 の 貯 蔵(astoreofliquid三ty)"と表 現
す るが,こ の こ とは経 営 資金 の一 時 的 な プ ール と して の 性 質 を もつ有 価 証券 な い し金 融商 品 の 内容 と一 致 す る。
ASC,op.cit、,par.1.8.
43)この問 題 は,1990年5月29日に企 業 会 計審 議 会 第 一 部 会 か ら 「先 物 ・オ プ シ ョン取 引 等 の会 計 基 準 に 関 す る意 見
書 等 につ い て」 が 公 表 さ れ る際 に も検 討 事 項 と し て取 り上 げ られ て い る。 中 川隆 進 「企業 会 計 審 議 会 に お け る審
議 経 過 と論 点の ポ イ ン ト」 『企 業 会 計 』第42巻第8号,1990年。 ま た,立 法論 的 な立 場 か ら こ の問 題 に つ い て 検 討
を加 えた論 文 と して,弥 永 真 生 「未実 現評 価益 と配 当 規 制 」 「企 業 会 計 』 第45巻第11号,1993年が あ る。
44)SFAS115号に 対 して,そ の 審 議 会 委 員 で あ るA.C.サ ンプ ソ ン(A.ClarenceSampson)とR.J.スウ ィ
ー リンガ(RobertJ.Swieringa)両氏 は,ま さ に そ う した 主 張 を展 開 して い る。(FASB,SFASNo.115)
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